
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

5
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

くらし応援商品券配布事業

①食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町民の負担
軽減を図るとともに、地域経済活性化のため、町内で利用
できる商品券を全町民に配布する。
②商品券換金費、事務委託費、職員時間外手当、消耗品
費
③商品券換金費：8,000円×27,172人＝217,376千円
　事務委託費：21,814千円
　職員時間外手当：3,000円×100時間＝300千円
　消耗品費：172千円
　　計239,662千円
④住民基本台帳人口(1/1時点)：27,172人
※C欄その他については、対象者の減を見込み、28,571千
円を一般財源とする。

R8.2 R8.3
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③消費下支え等を通
じた生活者支援

雨水貯留槽設置補助事業

①水道料金値上げ等による高騰分を賄うため、雨水貯留
槽の設置補助を行い雨水を生活用水に利用することで、
上下水道料金の削減を図り、利用者の生活を下支えす
る。また、雨水の流出抑制により河川への負担軽減を図
る。
②雨水貯留槽の製品代、送料及び設置費用を上限５万円
まで補助する。
③補助金　補助額上限　１件５万円×650件＝32,500,000
円
　広告料　64,000円×１件×1.1＝70,400円
④二宮町内の各家庭及び事業者

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食補助事業
(R6補正分)

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世
帯支援として町内公立小学校の給食食材費の値上がり分
及び中学校の給食費を補助する。
②高騰した分の食材購入費（小学校分）給食費の補助（中
学校分）　　　　　　　　　※小学校・中学校それぞれ教職員
は除く
③【延児童数×物価高騰分×日数】
・小学校分
1,127人×30円×180日＝6,085,800円
【延生徒数×給食費分×日数】
・中学校分
（中学１・２年生）　 369人×330円×180日＝21,918,600円
（中学３年生）　204人×330円×174日＝11,713,680円
※総事業費39,719千円のうち30,000千円を学校給食補助
事業(R6補正分)とし、残りの9,719千円を学校給食補助事
業(R7予備費分)　とする。

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食補助事業
(R7予備費分)

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世
帯支援として町内公立小学校の給食食材費の値上がり分
及び中学校の給食費を補助する。
②高騰した分の食材購入費（小学校分）給食費の補助（中
学校分）　　　　　　　　　※小学校・中学校それぞれ教職員
は除く
③【延児童数×物価高騰分×日数】
・小学校分
1,127人×30円×180日＝6,085,800円
【延生徒数×給食費分×日数】
・中学校分
（中学１・２年生）　 369人×330円×180日＝21,918,600円
（中学３年生）　204人×330円×174日＝11,713,680円
※総事業費39,719千円のうち30,000千円を学校給食補助
事業(R6補正分)とし、残りの9,719千円を学校給食補助事
業(R7予備費分)　とする。

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

ＬＥＤ照明器具買換促進事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる町民及び事業者に対し、エネルギー費用負担の軽減
を目的に、2027 年の蛍光灯製造終了を契機に必要となる
高効率照明（ＬＥＤ照明）への買換えを促進し、それに伴い
必要となる購入費の一部補助を行う。また、町において家
庭部門における二酸化炭素（ＣＯ₂）の排出量の割合が多
いことから、二宮町地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）における「省エネルギー化の実現の取り組み」の推進
の一助 とする。
②負担金補助及び交付金、需用費、役務費
③ＬＥＤ照明器具買換促進補助金  12,250千円
　　一般家庭　400世帯×25千円＝10,000千円
　　小中企業　15事業者×150千円＝2,250千円
 　事務費  134千円
    ・役務費(郵送料・振込手数料)133,100円
　◆合計　12,384千円
④二宮町内の各家庭及び事業者

R7.9 R8.3
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

社会福祉施設等物価高騰対応支援
金支給事業

①物価高騰の影響を受けながらも、利用者の生活支援を
行っている障がい福祉サービス事業者の緊急的な経済対
策として支援金を交付する。
②負担金補助及び交付金
③入所施設　15,000円×57人＝855,000円
　通所施設　50,000円×9事業所＝450,000円
　訪問施設　30,000円×6事業所＝180,000円
　人件費（時間外勤務手当）　　3,000円×20時間×4ヶ月＝
240,000円
④二宮町に所在する各事業所

R8.2 R8.3
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

高齢者施設等物価高騰対応支援金
支給事業

①目的・効果
　物価高騰等の影響を受けている高齢者施設等の緊急的
な経済対策として、高齢者施設等に対し、支援金（R8.1月
～3月分）を交付する（県事業上乗せ）。
②交付金を充当する経費内容
　負担金補助及び交付金
③積算根拠（対象数、単価等）
　入所　15,000円×471人（施設定員数合計）＝7,065,000円
　通所（大規模）　80,000円×8事業所＝640,000円
　通所（小規模）　50,000円×3事業所＝150,000円
　訪問　30,000円×36事業所＝1,080,000円
　人件費（時間外勤務手当）　3,000円×25時間×4か月＝
300,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　二宮町に所在する各事業所

R8.2 R8.3
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⑤省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

省エネ家電買換促進事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる町民に対し、家庭における電力消費量のうち大部分を
占めているエアコン・冷蔵庫への買換えを促進し、それに
伴い必要となる購入費の一部補助を行う。また、町におい
て家庭部門における二酸化炭素（ＣＯ₂）の排出量の割合が
多いことから、二宮町地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）における「省エネルギー化の実現の取り組み」の推進
の一助 とする。
②負担金補助及び交付金、需用費、役務費
③省エネ家電買換促進補助金  　　10,000千円
　　 一般家庭　200世帯×50千円＝10,000千円
 　事務費  61千円
    ・役務費(郵送料・振込手数料)60,500円
　◆合計　10,061千円
④二宮町内の各家庭

R8.2 R8.3
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⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

二宮町在宅障害者福祉手当事業

①物価高騰に加え、医療費や障害福祉等にまつわる費用
の負担軽減を図るなど、直接的な支援をすることで安定し
た生活を維持するための一助として当該手当を支給する。
②扶助費
③身体障害者　1,526,000円
　 知的障害者　778,000円
　 精神障害者　771,500円
④二宮町に在住する上記手帳所持者

R7.10 R8.3
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⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

町商工会補助事業

①物価高騰・最低賃金上昇等の影響に対する経営改善支
援に対し補助金を交付する。
②町商工会補助金
③経営改善普及事業費　2,000千円
④経営改善専門家派遣・相談、事業所巡回相談、小規模
企業支援強化事業推進　等

R7.4 R8.3


